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表紙

第96期 定時株主総会招集ご通知
日 時 2025年６月25日(水曜日)午前10時

場 所 大阪府吹田市桃山台５丁目３番10号
公益社　千里会館　会場：まほろば

　

決 議 事 項 第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役６名選任の件
第４号議案 取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡

制限付株式付与のための報酬改定の件
第５号議案 当社株式の大量取得行為に関する対応策　

（買収への対応方針）の更新の件
　

証券コード 9628



経営理念
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経営理念

パーパス
（わたしたちが社会の中で提供している存在価値、存在意義）

経営理念
（わたしたちの使命や目指す姿）
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株主の皆様へ

株主の皆様へ
　株主の皆様には平素より格別のご支援とご理解を賜り、厚
くお礼申しあげます。
　当社第96期定時株主総会を2025年６月25日（水）に開催
いたしますので、ここにご案内申しあげます。

　当社は、2032年の創業100年に向け「葬儀事業の拡大」と
「ライフエンディングサポート事業の拡大」を掲げる「10年
ビジョン」を推進しております。

　2025年３月期は中期経営計画（2022年度～2024年度）
の最終年度にあたり、2024年９月には株式公開買付け
（TOB）により㈱きずなホールディングスを連結子会社化
し、北海道から九州まで16都道府県で安心と信頼のサービス
をご提供できる体制を整えました。
　本年度より始動する新中期経営計画（2025年度～2027年
度）では、シニア世代とそのご家族を支え続けるライフエン
ディングパートナーとして、事業を通じて社会に貢献し、企
業価値向上に努めてまいります。

　今後とも何卒変わらぬご支援を賜りますよう、よろしくお
願い申しあげます。

代表取締役社長 播島 　聡
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招集ご通知

証券コード　9628
2025年６月３日

株 主 各 位
大阪本社　大阪市北区天神橋四丁目６番39号
本　　店　大阪市中央区北浜二丁目６番11号

代表取締役社長 播 島 　 聡

https://www.san-hd.co.jp

https://d.sokai.jp/9628/teiji/

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第96期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第96期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
あげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しております。
【当社ホームページ】

（上記ホームページにアクセスいただき、ご確認ください。）
【株主総会資料　掲載ウェブサイト】

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、ご確認ください。）
【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「燦ホールディング
ス」または「コード」に当社証券コード「9628」（半角）を入力・検索し、「基本情報」
「縦覧書類／PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会
資料」欄よりご確認ください。）

－ 1 －
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招集ご通知

１．日 時 2025年６月25日（水曜日）午前10時

２．場 所 大阪府吹田市桃山台５丁目３番10号
公益社　千里会館　会場：まほろば

３．目 的 事 項
報 告 事 項１. 第96期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報告、連結計算書類

ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第96期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役６名選任の件
第４号議案 取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式付与のための報酬改定の件
第５号議案 当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収への対応方針）の更新の件

　なお、当日ご出席されない場合は、電磁的方法（インターネット等）または書面（郵送）によって
議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討願い、後述の
ご案内に従って2025年６月24日（火曜日）午後５時30分までに、議決権を行使してください。
　当社は、本株主総会におきましてライブ配信を実施いたします。具体的な内容につきましては、同
封のリーフレットのご案内をご確認いただきますようお願い申しあげます。
　株主総会にご出席くださる株主様とご出席が難しい株主様の公平性等を勘案し、株主総会における
お土産のご提供はございませんので、何卒ご理解いただきますようお願い申しあげます。

敬　具

記

－ 2 －
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招集ご通知

４．議決権の行使についてのご案内
⑴ 電磁的方法（インターネット等）による議決権行使の場合
　電磁的方法（インターネット等）により議決権を行使される場合には、４～５頁の「電磁的方
法（インターネット等）による議決権行使のご案内」をご高覧の上、2025年６月24日（火曜
日）午後５時30分までに行使してください。

⑵ 書面（郵送）による議決権行使の場合
① 同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2025年６月24日（火曜
日）午後５時30分までに到着するようご返送ください。

② 書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の
表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取扱いいたします。

⑶ インターネット等と書面（郵送）により、重複して議決権を行使された場合は、インターネッ
ト等によるものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。また、インターネット等によっ
て複数回数、またはパソコン・スマートフォンで重複して議決権を行使された場合は、最後に行
われたものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

以　上

（お願い）
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その旨、修正前および修正後
の事項を掲載いたします。
◎本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送りいたします。
なお、電子提供措置事項のうち、事業報告の「業務の適正を確保するための体制」および「業務の適正を確保するための体
制の運用状況の概要」、連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」および「連結注記表」ならびに計算書類の「株主資本
等変動計算書」および「個別注記表」につきましては、法令および当社定款第17条第２項の規定に基づき、お送りする書面
には記載しておりません。
したがいまして、会計監査人および監査役が監査報告を作成するに際して監査した事業報告、連結計算書類および計算書類
には、本招集通知の添付書類のほか、上記インターネット上の各ウェブサイトに掲載する事業報告の「業務の適正を確保す
るための体制」および「業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要」、連結計算書類の「連結株主資本等変動計算
書」および「連結注記表」ならびに計算書類の「株主資本等変動計算書」および「個別注記表」も含まれております。
◎今後の状況により、本株主総会の開催、運営等に関して大きな変更が生じる場合には、書面による郵送または当社ホームペ
ージ（https://www.san-hd.co.jp）において掲載することにより、お知らせいたします。ご来場いただく場合は、事前に
最新の状況をご確認いただきますようお願い申しあげます。

－ 3 －
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議決権行使のご案内

電磁的方法（インターネット等）による議決権行使のご案内

電磁的方法（インターネット等）により議決権を行使される場合は、あらかじめ次の事項をご了承
いただきますようお願い申しあげます。

１. インターネット等による議決権行使について
⑴ 議決権行使ウェブサイトについて

インターネット等による議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェブサイトをご利
用いただくことによってのみ可能です。

議決権行使ウェブサイトアドレス　https://www.
ウ ェ ブ 行 使

web54.net

⑵ 議決権行使の方法について
① パソコンをご利用の方

上記アドレスにアクセスしていただき、同封の議決権行使書用紙に記載された「議決権行使
コード」および「パスワード」をご利用になり、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

② スマートフォンをご利用の方
同封の議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権行使ウェブサイトログイン

ＱＲコード」を読み取っていただくことにより、「議決権行使コード」および「パスワード」
が入力不要のスマートフォン用議決権行使ウェブサイトから議決権を行使できます。
なお、一度議決権を行使した後で行使内容の変更をされる場合には、再度ＱＲコードを読み

取り、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」および「パスワード」を入力いただく
必要があります。※ＱＲコードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

⑶ 議決権行使のお取扱いについて
① 議決権の行使期限は、2025年６月24日（火曜日）午後５時30分までとなっておりますの
で、お早めの行使をお願いいたします。

② インターネット等と書面（郵送）により、重複して議決権を行使された場合は、インターネ
ット等によるものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。また、インターネット等に
よって複数回数、またはパソコン・スマートフォンで重複して議決権を行使された場合は、最
後に行われたものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

－ 4 －
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議決権行使のご案内

③ 議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダおよび通信事業者の料金（接続料
金等）は、株主様のご負担となります。

④ パソコンやスマートフォンのインターネットのご利用環境等によっては、議決権行使ウェブ
サイトがご利用できない場合がございます。

⑷ パスワードおよび議決権行使コードのお取扱いについて
① パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な情報で
す。印鑑や暗証番号同様、大切にお取扱いください。

② パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワードの再発行をご希望
の場合は、画面の案内に従ってお手続きください。

③ 議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本株主総会に限り有効です。

⑸ パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について
① 本サイトでの議決権行使に関するパソコン等の操作方法がご不明な場合は、下記にお問い合
わせください。
三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート　専用ダイヤル
［電話］0120（652）031（受付時間　９：00～21：00）

② その他のご照会は、以下の問い合わせ先にお願いいたします。
ア. 証券会社に口座をお持ちの株主様

証券会社に口座をお持ちの株主様は、お取引の証券会社あてお問い合わせください。
イ. 証券会社に口座のない株主様（特別口座の株主様）

三井住友信託銀行　証券代行部
［電話］0120（782）031（受付時間　９：00～17：00　土日休日を除く）

２. 議決権電子行使プラットフォームについて
管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人様を含みます。）につきましては、株式会社東京証券

取引所等により設立された合弁会社株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームの利
用を事前に申し込まれた場合には、当社株主総会における電磁的方法による議決権行使の方法とし
て、上記１．のインターネット等による議決権行使以外に、当該プラットフォームをご利用いただ
くことができます。

以　上

－ 5 －
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剰余金処分議案

第１号議案 剰余金の処分の件

株主総会参考書類

剰余金の処分につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。
当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題の一つと考え、連結業績および資金の状

況、中長期的な成長投資のための内部留保の確保、および財務の健全性等を総合的に勘案しなが
ら、累進配当政策を採用し、原則として減配せず、配当の維持もしくは増配を継続的に実施する方
針であります。

この方針に基づき、当期の期末配当金につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
① 配当財産の種類

金銭といたします。
② 配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金25円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は、518,094,500円となります。
当社は2023年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を実施しており、当該 

株式分割実施後の１株当たりの前期の年間配当金相当額は１株につき23円50銭でありました。 
当期の中間配当金（当社普通株式１株につき金12円）に期末配当金を加えた当期の年間配当金 
は、当社普通株式１株につき37円となり、前期と比べ１株につき13円50銭の増配となります。

③ 剰余金の配当が効力を生じる日
2025年６月26日といたしたいと存じます。

－ 6 －
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定款変更議案

第２号議案 定款一部変更の件

現 行 定 款 変 更 案

（基準日）
第13条 当会社の定時株主総会の議決権の基準日

は、毎年３月31日とする。

（基準日）
第13条 当会社の定時株主総会の議決権の基準日

は、毎年８月31日とする。
２　　　　　　　（条文省略） ２　　　　　　（現行どおり）

（招集の時期）
第14条 当会社の定時株主総会は、毎年６月にこれ

を招集する。

（招集の時期）
第14条 当会社の定時株主総会は、毎年11月にこれ

を招集する。
２　　　　　　　（条文省略） ２　　　　　　（現行どおり）

（事業年度）
第33条 当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌

年３月31日までとする。

（事業年度）
第33条 当会社の事業年度は、毎年９月１日から翌

年８月31日までとする。
（剰余金の配当）
第34条 　　　　　　（条文省略）

２ 前項のほか、当会社は、取締役会の決議に
より、毎年９月30日の株主名簿に記載また
は記録された株主もしくは登録株式質権者
に対し、中間配当を行うことができる。

（剰余金の配当）
第34条 　　　　　（現行どおり）

２ 前項のほか、当会社は、取締役会の決議に
より、毎年２月末日の株主名簿に記載また
は記録された株主もしくは登録株式質権者
に対し、中間配当を行うことができる。

１. 変更の理由
　当社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月31日までとしておりますが、当社の事業の特
性上、毎年12月から翌年３月が繁忙期にあたるため、営業収益等の季節変動に伴う業績への影
響を緩和するとともに、当社グループにおいて適切な業務管理により事業運営の効率化を図るこ
とを目的として、事業年度を毎年９月１日から翌年８月31日までに変更いたしたく、現行定款
第13条（基準日）、第14条（招集の時期）、第33条（事業年度）および第34条（剰余金の配
当）に所要の変更を行います。また、事業年度の変更に伴い、第97期事業年度は2025年４月１
日から2026年８月31日までの17か月間となるため、経過措置として附則を設けます。
　なお、本議案における定款変更については、本株主総会終結の時をもって効力が発生するもの
といたします。

２. 変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示しております。）
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定款変更議案

現 行 定 款 変 更 案

（新設）
（新設）

附　則
（事業年度変更に伴う変更後最初の定時株主総会の
基準日に関する経過措置）
第１条　第13条（基準日）の規定にかかわらず、

2025年４月１日から始まる第97期事業年
度に関する定時株主総会の議決権の基準日
は、2026年８月31日とする。

（新設） （事業年度変更に伴う変更後最初の定時株主総会の
招集の時期に関する経過措置）
第２条　第14条（招集の時期）の規定にかかわら

ず、2025年４月１日から始まる第97期事
業年度に関する定時株主総会は、2026年
11月にこれを招集する。

（新設） （事業年度変更に伴う取締役の任期に関する経過措
置）
第３条　第21条（任期）の規定にかかわらず、

2025年６月25日開催の第96期定時株主総
会において選任された取締役の任期は、
2025年４月１日から始まる第97期事業年
度に関する定時株主総会の終結の時までと
する。

（新設） （事業年度変更に伴う会計監査人の任期に関する経
過措置）
第４条　2025年６月25日開催の第96期定時株主総

会において別段の決議がないことにより再
任されたものとみなされた会計監査人の任
期は、2025年４月１日から始まる第97期
事業年度に関する定時株主総会の終結の時
までとする。
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定款変更議案

現 行 定 款 変 更 案

（新設） （事業年度変更に伴う変更後最初の事業年度に関す
る経過措置）
第５条　第33条（事業年度）の規定にかかわらず、

2025年４月１日から始まる第97期事業年
度は、2026年８月31日までの17か月間と
する。

（新設） （事業年度変更に伴う変更後最初の剰余金の配当の
基準日に関する経過措置）
第６条　第34条（剰余金の配当）の規定にかかわら

ず、2025年４月１日から始まる第97期事
業年度の期末配当の基準日は、2026年８月
31日とする。

２ 第34条（剰余金の配当）の規定にかかわら
ず、2025年４月１日から始まる第97期事
業年度の中間配当の基準日は、2025年12
月31日とする。

（新設） 第７条　本附則は、2025年４月１日から始まる第
97期事業年度に関する定時株主総会の終結
後、これを削除する。

－ 9 －
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第３号議案 取締役６名選任の件

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

1
　

の

野
 

　
ろ

呂
 

　
ゆ う

裕
 

　
い ち

一
(1962年８月30日生)

取締役会出席回数

18／18回

（100％）

再任

    1986年    4 月 アメリカン・ライフ・インシュアラン
ス・カンパニー入社

    1994年    7 月 ＡＩＧマーケティング出向（ＡＩＧ株
式会社）

    2001年    4 月 エイアイジー・スター生命保険株式会
社出向

    2004年    6 月 アメリカン・ライフ・インシュアラン
ス・カンパニー顧客戦略統括部長

    2006年    4 月 当社入社、執行役員マーケティング戦
略部付部長

    2007年    6 月 当社取締役マーケティング戦略部付部長
    2008年    6 月 当社常務取締役
    2009年    6 月 当社専務取締役
    2011年    6 月 当社取締役副社長
    2013年    6 月 当社代表取締役副社長
    2016年    4 月 当社代表取締役社長
    2019年    4 月 当社代表取締役会長（現任）
    2024年    10月 株式会社きずなホールディングス取締

役（現任）

119,900株

株 式 会 社 公 益 社
ラ イ フ フ ォ ワ ー ド 株 式 会 社
株式会社きずなホールディングス

代表取締役会長
代表取締役会長
取締役

（重要な兼職の状況）

　【取締役候補者とした理由】
取締役候補者　野呂裕一氏は2016年４月から代表取締役社長として、2019年

４月から代表取締役会長として、2020年４月からはライフフォワード株式会社
の代表取締役会長として、また、2023年４月からは株式会社公益社の代表取締
役会長として、企業価値向上に向けて当社グループの経営をリードしており、そ
の豊富な経営者としての経験と見識を当社グループの経営に活かすため、選任を
お願いするものであります。

本株主総会終結の時をもって、取締役全員（６名）は任期満了となります。
つきましては、取締役６名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は次のとおりであります。

－ 10 －
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

2
　

は り

播
 

　
し ま

島
 

　
 

　
 

　
さとし

聡
(1962年９月25日生)

取締役会出席回数

18／18回

（100％）

再任

    1987年    4 月 株式会社リクルートコンピュータプリ
ント（現株式会社リクルート）入社

    1999年    4 月 当社入社
    2003年    10月 当社大阪営業部付部長
    2005年    4 月 当社執行役員
    2006年    6 月 当社取締役関係会社株式会社公益社、

株式会社葬仙担当
    2007年    6 月 当社常務取締役関係会社株式会社公益

社、株式会社葬仙担当
    2009年    6 月 当社専務取締役購買管理・プロジェク

トマネジメント担当
    2011年    6 月 当社取締役副社長人事・購買担当
    2013年    6 月 当社代表取締役副社長

内部統制・コンプライアンス担当
    2015年    4 月 当社代表取締役副社長
    2019年    4 月 当社代表取締役社長（現任）
    2025年    4 月 株式会社きずなホールディングス取締

役会長（現任）

380,000株

株 式 会 社 公 益 社
株 式 会 社 葬 仙
株 式 会 社 タ ル イ
株式会社きずなホールディングス

代表取締役社長
取締役
取締役
取締役会長

（重要な兼職の状況）

　【取締役候補者とした理由】
取締役候補者　播島　聡氏は2013年６月から代表取締役副社長として、ま

た、2016年４月から主要子会社である株式会社公益社の代表取締役社長、2019
年４月から当社代表取締役社長として当社グループの経営戦略、営業戦略の推進
に貢献しており、その豊富な経営者としての経験と見識を当社グループの経営に
活かすため、選任をお願いするものであります。

－ 11 －
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

3
　

み や

宮
 

　
じ ま

島
 

　
や す

康
 

　
こ

子
(1966年３月５日生)

取締役会出席回数

18／18回

（100％）

再任

    1988年    4 月 大正海上システム開発株式会社（現Ｍ
Ｓ＆ＡＤシステムズ株式会社）入社

    1997年    3 月 アメリカン・ライフ・インシュアラン
ス・カンパニー入社

    2006年    5 月 当社入社
    2008年    4 月 当社マーケティング戦略部付部長
    2009年    6 月 当社執行役員マーケティング戦略部付

部長
    2010年    6 月 当社常務執行役員マーケティング戦略

部長
    2016年    4 月 当社専務執行役員情報システム本部長
    2017年    6 月 当社取締役情報システム本部担当兼情

報システム本部長
    2018年    4 月 当社取締役情報システム本部担当兼情

報システム本部長兼情報システム部長
    2019年    4 月 当社取締役専務執行役員
    2023年    4 月 当社取締役専務執行役員

マーケティング企画部・システム＆オ
ペレーション部・情報システム部管掌
兼担当、マーケティング企画部長
（現任）

    2024年    10月 株式会社きずなホールディングス取締役
    2025年    6 月 同社　代表取締役副社長（現任）

67,500株

（重要な兼職の状況）
ラ イ フ フ ォ ワ ー ド 株 式 会 社　代表取締役社長
株式会社きずなホールディングス　代表取締役副社長

【取締役候補者とした理由】
取締役候補者　宮島康子氏は2017年６月から取締役として情報システム部

門、子会社マーケティング企画部門を担当し、2019年４月からは取締役専務執
行役員として当社マーケティング企画およびシステム＆オペレーション部門を担
当し、また、2020年４月からはライフフォワード株式会社の代表取締役社長と
してライフエンディングサポート事業を推進しており、その豊富な経験と実績を
当社グループの経営に活かすため、選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

4
　

よ こ

横
 

　
た

田
 

　
よ し

善
 

　
ゆ き

行
(1972年３月６日生)

取締役会出席回数

18／18回

（100％）

再任

    1994年    4 月 株式会社ガイアートクマガイ（現株式
会社ガイアート）入社

    1998年    5 月 パシフィックコンサルタンツ株式会社
入社

    2000年    9 月 当社入社
    2017年    4 月 当社経理部長
    2018年    4 月 当社人事部長
    2019年    4 月 当社執行役員経営企画部長
    2021年    4 月 当社執行役員経理部（財務計画）担

当、人事部（人事企画）担当、経営企
画部担当兼経営企画部長

    2021年    6 月 当社取締役執行役員
経理部（財務計画）担当、人事部（人
事企画）担当、経営企画部担当兼経営
企画部長

    2023年    4 月 当社取締役執行役員
総務部・人事部管掌、経理部管掌兼担
当、経営企画部担当、経営企画部長
（現任）

    2024年    10月 株式会社きずなホールディングス取締
役（現任）

26,600株

（重要な兼職の状況）
ラ イ フ フ ォ ワ ー ド 株 式 会 社　取締役
株 式 会 社 グ ラ ン セ レ モ 東 京　取締役
株式会社きずなホールディングス　取締役

【取締役候補者とした理由】
取締役候補者　横田善行氏は2017年４月から経理部長として、2018年４月か

らは人事部長として、2019年４月からは執行役員経営企画部長として、また、
2020年４月からはライフフォワード株式会社の取締役を兼務し、2021年４月か
らは、執行役員として当社経理部（財務計画）、人事部（人事企画）、経営企画
部を担当し、2022年４月に新規に設立した、合弁会社である株式会社グランセ
レモ東京の取締役を兼務しており、その豊富な経験と実績を当社グループの経営
に活かすため、選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

5
　

よ こ

横
 

 
み

見
 

 
せ

瀬
 

　
 

　
かおる

薫
(1957年11月19日生)

取締役会出席回数

18／18回

（100％）

再任

    1981年    4 月 花王石鹸株式会社（現花王株式会社）
入社

    2013年    10月 同社コーポレートコミュニケーション
部門サステナビリティ推進部長

    2014年    12月 同社購買部門間接材部長
    2018年    4 月 消費者庁入庁
    2019年    10月 内閣府参事官付政策企画専門官
    2021年    6 月 松田産業株式会社　社外取締役（監査

等委員）
    2022年    6 月 当社社外取締役（現任）

0株

【社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要】
社外取締役候補者　横見瀬　薫氏は大手洗剤メーカーにおけるＥＳＧ経営の推

進、消費者行政分野における実務経験を有し、同氏の深い知見や豊富な経験を当
社の経営に活かすため、選任をお願いするものであります。また、同氏が選任さ
れた場合は、指名委員会・報酬委員会の委員として当社の役員候補者の選定や役
員報酬等の決定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。

なお、同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与され
た経験はありませんが、上記の理由により、社外取締役として、その職務を適切
に遂行できるものと判断しております。
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

6
　

ね

根
 

　
ぎ し  

岸
 

　
ち

千
 

　
ひ ろ  

尋
(1968年11月２日生)

取締役会出席回数

－／－回

（－％）

新任

    2008年    1 月 株式会社パソナフォーチュン（現株式
会社パソナJOB HUB）入社
経営管理室長兼エグゼクティブサーチ
室長

    2009年    10月 株式会社廣済堂（現株式会社広済堂ホ
ールディングス）入社
情報イニシアティブ 上席スタッフ

    2015年    4 月 同社 HC事業部 人材ビジネス本部 執行
役員 本部長

    2017年    6 月 同社 取締役 HRS事業部長兼ソリューシ
ョン本部長 人材関係会社管掌

    2018年    6 月 同社 常務取締役 人材関連事業統括 人
材事業関連会社管掌 印刷事業変革プロ
ジェクト推進責任者

    2019年    6 月 同社 代表取締役社長
    2021年    7 月 同社 専務取締役執行役員
    2022年    4 月 東京博善株式会社 代表取締役会長兼社長
    2022年    4 月 株式会社広済堂ネクスト 代表取締役社長
    2022年    6 月 株式会社広済堂ホールディングス 専務

取締役 COO（最高執行責任者）
    2023年    4 月 株式会社広済堂ネクスト 取締役会長
    2024年    6 月 株式会社広済堂ホールディングス 副社

長上席執行役員

0株

【社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要】
社外取締役候補者　根岸千尋氏は人材ビジネスをはじめとする企業経営全般に

関する豊富な知識を有し、また、人材サービス事業・情報ソリューション事業・
エンディング関連事業を展開する上場会社の代表取締役を歴任され、特に同氏の
経営者としての高い見識や豊富な経験を当社の経営に活かすため、選任をお願い
するものであります。また、同氏が選任された場合は、指名委員会・報酬委員会
の委員として当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、客観的・中立
的立場で関与いただく予定です。

（注）１. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 横見瀬 薫、根岸千尋の両氏は、社外取締役候補者であります。
３. 取締役候補者　宮島康子氏の戸籍上の氏名は、井澤康子であります。

－ 15 －
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４. 社外取締役候補者　横見瀬 薫氏に関する特記事項は以下のとおりであります。
⑴ 同氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本株主総会終結の

時をもって３年であります。
⑵ 当社は、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、本議案が承認可決さ

れ、同氏が社外取締役に就任した場合、引き続き独立役員として届け出る予定であります。
５. 社外取締役候補者　根岸千尋氏に関する特記事項は以下のとおりであります。

当社は、本議案が承認可決され、同氏が社外取締役に就任した場合、東京証券取引所の定めに基づく
独立役員として届け出る予定であります。

６. 社外取締役との責任限定契約について
当社は、横見瀬 薫氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠
償責任を限定する契約を締結しており、横見瀬 薫氏の再任が承認された場合は、同契約を継続する
予定であります。また、根岸千尋氏が選任された場合には、同様の責任限定契約を締結する予定であ
ります。
責任限定契約の内容の概要は、次のとおりであります。
取締役として、その任務を怠ったことにより会社に損害を与えた場合において、その職務を行うにつ
き善意でかつ重大な過失がないときは、会社に対し、金100万円と、会社法第425条第１項に定める
最低責任限度額とのいずれか高い額を限度として損害賠償責任を負うものとし、当該限度を超える損
害についてはこれを免責するものとする。

７. 役員等賠償責任保険契約について
当社は、保険会社との間で、当社および当社子会社の全ての役員（取締役、監査役、執行役員および
その他会社法上の重要な使用人）を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠
償責任保険契約を締結しており、また当該保険契約は次回更新時においても同様の内容で更新をする
予定です。本議案において各氏の選任が承認可決され、各氏が取締役に就任した場合には、当該保険
契約の被保険者となります。
役員等賠償責任保険契約の内容の概要は、次のとおりであります。
当該保険契約では、被保険者が会社の役員等の地位に基づき行った行為（不作為を含みます。）に起
因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が塡補されるこ
ととなっており、被保険者の全ての保険料を当社が全額負担しております。

８. 各取締役候補者の選任が承認された場合において、第２号議案の「定款一部変更の件」が承認可決さ
れた場合には、各取締役の任期は2026年11月開催予定の第97期事業年度に関する定時株主総会の
終結の時までとなります。
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（ご参考）スキルマトリクス

氏名 役職

専門性・経験

企業経営 戦略立案 財務・
会計

人事・
労務 法務

営業・
マーケ
ティング

IT・
デジタル
テクノロ
ジー

リスク管理
コンプライ
アンス

ESG／
SDGｓ

専門性
（資格）

野呂　裕一 代表取締役会長 ● ● ●

播島　　聡 代表取締役社長 ● ● ●

宮島　康子 取締役専務執行役員 ● ●

横田　善行 取締役執行役員 ● ● ●

横見瀬　薫 社外取締役 ● ●

根岸　千尋 社外取締役 ● ● ●

秦　一二三 常勤監査役 ● ● 公認会計士

本間　千雅 社外監査役 ● ● 弁護士

三上　祐人 社外監査役 ● ● 行政書士

（ご参考）スキルマトリックス
　第３号議案が原案どおり承認可決された場合の取締役会のスキルマトリックスは、以下のとおりで
あります。

※上記一覧表は取締役および監査役（候補者を含む）の有する知見や経験を３つまで記載しておりますが、各人の有するすべ
ての知見や経験を表すものではありません。
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取締役報酬決定議案

第４号議案 取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式付与のための報酬改定の件
１．提案の理由
　当社は、当社の取締役（社外取締役を除きます。以下「対象取締役」といいます。）が株価変動
のメリットとリスクを株主の皆様と共有し、株価上昇および企業価値向上への貢献意欲を従来以上
に高めるため、2019年度より、対象取締役を対象とする譲渡制限付株式報酬制度（役位に応じた
株式報酬額を設定する制度）（以下「本制度」といいます。）を導入いたしました。本制度に係る
報酬等の上限額については、2019年６月25日開催の当社第90期定時株主総会において、2009年
６月26日開催の当社第80期定時株主総会において定められた当社の取締役の固定報酬に係る報酬
等の額（年額３億５千万円以内と定めた固定枠と支給日の前事業年度の連結経常利益の３％以内
（ただし、１億円を上限とします。）とする変動枠の合計額以内の額）とは別枠で、対象取締役に
対する譲渡制限付株式に関する報酬等として支給する金銭報酬債権の総額を年額１億円以内、各事
業年度において対象取締役に対して割り当てる譲渡制限付株式の数を320,000株以内（なお、当
社は、2019年10月１日付および2023年10月１日付で、それぞれ当社普通株式１株につき２株の
割合で株式分割を行っているため、発行または処分される当社の普通株式の総数を、80,000株以
内から320,000株以内に調整しております。）とすることにつき、株主の皆様にご承認いただ
き、現在に至ります。
　今般、役員報酬制度の見直しの一環として、本制度を改定（以下「本改定」といいます。）する
ことといたしました。具体的には、本改定では、株式報酬の構成比率をさらに増やし、株価上昇お
よび企業価値の向上と株式報酬の連動性をより一層高めるべく、本制度に係る報酬の上限額を、取
締役の固定報酬に係る報酬等の額とは別枠で、年額３億円以内とし、各事業年度において対象取締
役に対して割り当てる譲渡制限付株式の数を960,000株以内と改定することにつき、ご承認をお
願いするものであります。
　なお、本議案は、株価上昇および企業価値の向上と株式報酬の連動性をより一層高めることなど
を目的としております。また、本議案は、当社の報酬委員会での審議を経たうえで取締役会におい
て決定するとともに、譲渡制限付株式の割当ては、当社における対象取締役の貢献度、当社の取締
役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針（本議案が原案どおり承認可決されることを条
件として改定する予定であります。）等諸般の事項を総合的に勘案して決定することを踏まえる
と、その内容は相当なものであると考えております。
　現在の取締役の員数は６名（うち社外取締役２名）でありますが、第３号議案「取締役６名選任
の件」が原案どおり承認可決されますと、対象取締役は４名となります。
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取締役報酬決定議案

２．本改定後の本制度の内容
⑴ 譲渡制限付株式の割当ておよび払込み
　当社は、対象取締役に対し、当社取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式を取得するための報
酬として上記の年額の範囲内で金銭報酬債権を支給し、各対象取締役は、当該金銭報酬債権の全
部を現物出資の方法で給付することにより、譲渡制限付株式の割当てを受ける。
　なお、譲渡制限付株式の払込金額は、その発行または処分に係る当社取締役会決議の日の前営
業日における東京証券取引所における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合
は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として、当該譲渡制限付株式を引き受ける対象取締
役に特に有利な金額とならない範囲で当社取締役会において決定する。
　また、上記金銭報酬債権は、対象取締役が、上記の現物出資に同意していることおよび下記
３．に定める内容を含む譲渡制限付株式割当契約を締結していることを条件として支給する。

⑵ 譲渡制限付株式の総数
　対象取締役に対して割り当てる譲渡制限付株式の総数960,000株を、各事業年度において割
り当てる譲渡制限付株式の数の上限とする。
　ただし、本議案の決議の日以降、当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを
含む。）または株式併合が行われた場合その他これらの場合に準じて割り当てる譲渡制限付株式
の総数の調整を必要とする場合には、当該譲渡制限付株式の総数を合理的に調整することができ
る。

３．譲渡制限付株式割当契約の内容
　譲渡制限付株式の割当てに際し、当社取締役会決議に基づき、当社と譲渡制限付株式の割当てを
受ける対象取締役との間で締結する譲渡制限付株式割当契約は、以下の内容を含むものとする。
⑴ 譲渡制限の内容
　譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役は、譲渡制限付株式の交付日から対象取締役が当
社の取締役および執行役員その他当社取締役会が定めるいずれの地位からも退任または退職する
日までの期間（以下「譲渡制限期間」という。）、当該譲渡制限付株式につき、第三者に対して
譲渡、質権の設定、譲渡担保権の設定、生前贈与、遺贈その他一切の処分行為をすることができ
ない。

⑵ 譲渡制限付株式の無償取得
　当社は、譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役が、譲渡制限期間の開始日以降、最初に
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取締役報酬決定議案

到来する当社の定時株主総会の開催日の前日までに当社の取締役および執行役員その他当社取締
役会が定めるいずれの地位からも退任または退職した場合には、当社取締役会が正当と認める理
由がある場合を除き、当該対象取締役に割り当てられた譲渡制限付株式（以下「本割当株式」と
いう。）を当然に無償で取得する。
　また、本割当株式のうち、上記⑴の譲渡制限期間が満了した時点において下記⑶の譲渡制限の
解除事由の定めに基づき譲渡制限が解除されていないものがある場合には、当社はこれを当然に
無償で取得する。

⑶ 譲渡制限の解除
　当社は、譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役が、譲渡制限期間の開始日以降、最初に
到来する当社の定時株主総会の開催日まで継続して、当社の取締役または執行役員その他当社取
締役会が定める地位のいずれかにあったことを条件として、本割当株式の全部につき、譲渡制限
期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除する。
　ただし、当該対象取締役が、当社取締役会が正当と認める理由により、譲渡制限期間の開始日
以降、最初に到来する当社の定時株主総会の開催日の前日までに当社の取締役および執行役員そ
の他当社取締役会が定めるいずれの地位からも退任または退職した場合には、譲渡制限を解除す
る本割当株式の数および譲渡制限を解除する時期を、必要に応じて合理的に調整するものとす
る。

⑷ 組織再編等における取扱い
　当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交
換契約または株式移転計画その他の組織再編等に関する議案が当社の株主総会（ただし、当該組
織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社取締役会）で承認
された場合には、当社取締役会決議により、譲渡制限期間の開始日から当該組織再編等の承認の
日までの期間を踏まえて合理的に定める数の本割当株式につき、当該組織再編等の効力発生日に
先立ち、譲渡制限を解除する。
　この場合には、当社は、上記の定めに基づき譲渡制限が解除された直後の時点において、なお
譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

（ご参考）
　当社は、本株主総会終結の時以降、上記の譲渡制限付株式と同様の譲渡制限付株式を、当社の執
行役員ならびに当社子会社の取締役および執行役員に対しても、割り当てる予定です。
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取締役報酬決定議案

　なお、対象取締役に対し割り当てる譲渡制限付株式の数は、対象取締役の役位および当社の業績
指標に基づき算定され、業績指標として、当社の財務指標（当社の企業価値に関する指標である配
当込みTOPIX対比TSRおよび株価成長率）および非財務指標（従業員エンゲージメントなどのESG
指標）を設定いたします。
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買収防衛更新議案

第５号議案 当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収への対応方針）の更新
の件

当社は、2022年６月24日開催の当社第93期定時株主総会において、当社株式の大量取得行為
に関する対応策（買収防衛策）（以下「旧プラン」といいます。）の更新につき、株主の皆様のご
承認をいただきましたが、旧プランの有効期間は、本株主総会の終結の時までとされております。

つきましては、旧プランを後記「２．提案の内容」記載のとおり実質的に同一の内容にて更新す
る（以下、更新後のプランを「本プラン」といいます。）とともに、当社定款第12条の規定に基
づき、本プランに記載した条件に従い新株予約権の無償割当てに関する事項を決定する権限を当社
取締役会に委任することにつき、株主の皆様のご承認をお願いするものであります。

１. 提案の理由（当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針）
当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解

し、当社が企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可
能とする者である必要があると考えております。

当社は、当社の支配権の移転を伴う買付け提案がなされた場合、その判断は最終的には株主の
皆様の意思に基づき行なわれるべきものと考えております。また、当社は、当社株式について大
量買付けがなされる場合、これが当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資する
ものであれば、これを否定するものではありません。しかしながら、株式の大量買付けの中に
は、その目的、態様等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、
株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量
買付けの内容等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な
時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすた
めに買収者との協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さな
いものも少なくありません。

当社グループの企業価値の源泉は、人と組織にあります。当社株式の大量買付けを行う者が当
社の企業価値の源泉を理解し、これらを中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、当社
の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。

当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付けを行う者は、当社
の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付
けに対しては、必要かつ相当な対抗をすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益
を確保する必要があると考えております。
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買収防衛更新議案

２. 提案の内容
⑴ 本プランの目的

当社は、上記１．に記載したとおり、株式の大量買付けであっても、当社の企業価値・株主
共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。しかしながら、株式
の大量買付けの中には、企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

当社は、当社株式に対する大量買付けが行われた際に、当該大量買付けに応じるべきか否か
を株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案するために必要な
情報や時間を確保したり、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とすることにより、当
社グループの企業価値・株主共同の利益に反する大量買付けを抑止するための枠組みが必要不
可欠であると判断しております。

本プランは、当社が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向
上していくことを目的としており、上記１．に記載した基本方針に沿うものであると考えてお
ります。

⑵ 本プランの概要
⒜ 本プランに基づく本新株予約権の無償割当て等の実施に係る手続の設定

本プランは、当社の株券等に対する買付けもしくはこれに類似する行為またはその提案
（当社取締役会が友好的と認めるものを除き、以下「買付等」といいます。）が行われる場
合に、買付等を行う者（以下「買付者等」といいます。）に対し、事前に当該買付等に関す
る情報の提供を求め、当該買付等についての情報収集・検討等を行う時間を確保した上で、
株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案等を提示したり、買付者等との交渉等を行っていく
ための手続を定めています（下記⑶「本プランに基づく本新株予約権の無償割当て等の実施
に係る手続」ご参照）。

⒝ 新株予約権無償割当て等の利用
買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付等を行う等、当社グルー

プの企業価値・株主共同の利益が害されるおそれがあると認められる場合（その要件の詳細
については下記⑷「本新株予約権の無償割当て等の要件」ご参照）には、当社は、当該買付
者等による権利行使は認められないとの行使条件および当社が当該買付者等以外の者から当
社株式と引換えに新株予約権を取得する旨の取得条項が付された新株予約権（その主な内容
は下記⑸「本新株予約権の無償割当ての概要」にて後述するものとし、以下「本新株予約
権」といいます。）を、その時点の全ての株主に対して新株予約権無償割当ての方法（会社
法第277条以降に規定されます。）により割り当て、またはその他の法令および当社定款の
下でとりうる合理的な施策（注１）を講じます（以下、それらの施策を合わせて「本新株予
約権の無償割当て等」といいます。）。
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⒞ 取締役の恣意的判断を排するための独立委員会の関与
本プランにおいては、本新株予約権の無償割当ての実施、不実施または取得等の判断につ

いて、取締役の恣意的判断を排するため、独立委員会規則（その概要については別紙１ご参
照）に従い、(i)当社社外取締役、(ii)当社社外監査役、または(iii)社外の有識者で、当社経営
陣から独立した者のいずれかに該当する委員３名以上から構成される独立委員会の判断を経
るとともに、株主の皆様に適時に情報開示を行うことにより透明性を確保することとしてい
ます。また、当社取締役会は、本プランを発動しようとする場合には、原則として、株主意
思確認のための株主総会を招集し、新株予約権の無償割当て等の実施に関する株主の皆様の
意思を確認します。

なお、本プラン更新当初の独立委員会は、独立性の高い社外取締役２名および社外監査役
２名により構成される予定です。その委員の氏名および略歴は別紙２のとおりです（更新後
の独立委員会の委員の選任基準、決議要件および決議事項については別紙１ご参照）。

⒟ 本新株予約権の行使および当社による本新株予約権の取得
本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされ、買付者等以外の株主の皆様により

本新株予約権が行使された場合、または当社による本新株予約権の取得と引換えに、買付者
等以外の株主の皆様に対して当社株式が交付された場合、当該買付者等の有する当社株式の
議決権割合は最大で約50％まで希釈化される可能性があります。

⑶ 本プランに基づく本新株予約権の無償割当て等の実施に係る手続
⒜ 対象となる買付等

本プランは、以下の①ないし③に該当する買付等がなされる場合を適用対象とします。
① 当社が発行者である株券等（注２）について、保有者（注３）の株券等保有割合（注

４）が20％以上となる買付等
② 当社が発行者である株券等（注５）について、公開買付け（注６）に係る株券等の株券

等所有割合（注７）およびその特別関係者（注８）の株券等所有割合の合計が20％以
上となる公開買付け

③ 上記①または②に規定される各行為の実施の有無にかかわらず、当社の特定の株主が、
当社の他の株主（複数である場合を含みます。以下本③において同じとします。）との
間で行う行為であり、かつ当該行為の結果として当該他の株主が当該特定の株主の共同
保有者（注９）に該当するに至るような合意その他の行為、または、当該特定の株主と
当該他の株主との間に、その一方が他方を実質的に支配しもしくはそれらの者が共同な
いし協調して行動する関係（注10）を樹立する行為（注11）（ただし、当社が発行者
である株券等につき当該特定の株主と当該他の株主の株券等保有割合の合計が20％以
上となるような場合に限ります。）
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⒝ 意向表明書の提出
買付者等は、買付等の開始または実行に先立ち、別途当社の定める書式により、本プラン

の手続を遵守する旨の誓約文言等を含む書面（買付者等の代表者による署名または記名捺印
のなされたもの）および当該署名または捺印を行った代表者の資格証明書（以下、これらを
あわせて「意向表明書」といいます。）を当社に対して提出していただきます。意向表明書
には、買付者等の氏名または名称、住所または本店、事務所等の所在地、設立準拠法、代表
者の氏名、日本国内における連絡先および企図されている買付等の概要等を明示していただ
きます。なお、意向表明書および下記⒞に定める買付説明書における使用言語は日本語に限
ります。

⒞ 買付者等に対する情報提供の要求
当社は、意向表明書を受領した日から10営業日以内（初日不参入。以下、特に断らない

限り期間の計算方法につき同様とします。）に、買付説明書（以下に定義されます。）の様
式（買付者等が当社に提供すべき情報のリストを含みます。）を買付者等に対して交付いた
します。買付者等は、当社取締役会が友好的な買付等であると認めた場合を除き、当社に対
して、下記の各号に定める情報（以下「本必要情報」といいます。）等を記載した書面（以
下「買付説明書」といいます。）を当社の定める様式により提出して頂きます。

当社取締役会は、買付説明書を受領した場合、速やかにこれを独立委員会に提供するもの
とします。独立委員会は、これを受けて、当該買付説明書の記載内容が本必要情報として不
十分であると判断した場合には、直接または当社取締役会を通じて、買付者等に対し、適宜
回答期限（買付説明書を受領した日の翌日から起算して60日間を上限とします。）を定め
た上、本必要情報を追加的に提出するよう求めることがあります。この場合、買付者等にお
いては、当該期限までに、かかる本必要情報を追加的に提供して頂きます。

記
① 買付者等およびそのグループ（共同保有者、特別関係者および（ファンドの場合は）各

組合員その他の構成員を含みます。）の詳細（具体的名称、資本構成、財務内容、当該
買付等による買付等と同種の取引の詳細、その結果等を含みます。また、すでに当社の
株主の場合は全ての株主名も提供していただきます。）

② 買付等の目的、方法および内容（買付等の対価の価額・種類、買付等の時期、関連する
取引の仕組み、買付等の方法の適法性、買付等の実現可能性に関する情報等を含みま
す。）

③ 買付等の価額の算定根拠（算定の前提となる事実、算定方法、算定に用いた数値情報、
買付等に係る一連の取引により生じることが予想されるシナジーの内容、およびそのう
ち他の株主に対して分配されるシナジーの内容等を含みます。）

④ 買付等の資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含みます。）の具体的名称、調
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達方法、関連する取引の内容等を含みます。）
⑤ 買付等に際しての第三者との間における意思連絡の有無および意思連絡がある場合はそ

の内容および当該第三者の詳細（具体的名称、資本構成、財務内容、当該買付等による
買付等と同種の取引の詳細、その結果等を含みます。また、既に当社の株主の場合は全
ての株主名も提供していただきます。）

⑥ 買付等の後の当社および当社グループの経営方針、事業計画、資本政策および配当政策
⑦ 買付等の後の当社および当社グループの企業価値を継続的、安定的に向上させるための

施策および当該施策が当社および当社グループの企業価値を向上させると認める根拠
⑧ 買付等の後における当社および当社グループの従業員、取引先、顧客その他の当社に係

る利害関係者に対する対応方針
⑨ 当社の他の株主との間の利益相反を回避するための具体的方策
⑩ 反社会的勢力との関係に関する情報
⑪ その他独立委員会が合理的に必要と判断する情報

なお、独立委員会は、買付者等が本プランに定められた手続に従うことなく買付等を開始
したものと認められる場合には、引き続き買付説明書および本必要情報の提出を求めて買付
者等と協議・交渉等を行うべき特段の事情がある場合を除き、原則として、下記(e)①記載
のとおり、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当て等を実施することを勧告しま
す。

⒟ 買付等の内容の検討・買付者等との交渉・代替案の検討
① 当社取締役会に対する情報提供の要求

独立委員会は、買付者等から意向表明書、買付説明書および本必要情報が提出された場
合、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から買付説明書および本必
要情報の内容と当社取締役会の事業計画、当社取締役会による企業評価等との比較検討等
を行うために当社取締役会に対しても、適宜回答期限（当社グループの事業の規模、社会
性および特殊性等に鑑み、原則として本必要情報が提出された日の翌日から起算して30
日間を上限とします。）を定めた上、買付者等の買付等の内容に対する意見（留保する旨
の意見を含むものとします。以下同じとします。）、その根拠資料、代替案（もしあれ
ば）、その他独立委員会が適宜必要と認める情報等を提示するよう要求することができま
す。
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② 独立委員会による検討作業
独立委員会は、買付者等および（当社取締役会に対して上記のとおり情報等の提示を要

求した場合には）当社取締役会から、独立委員会が十分と認める情報等を受領してから原
則として60日間が経過するまでに（但し、下記⒠③に記載する場合などには、独立委員
会は当該期間について30日間を限度として延長することができるものとします。以下
「独立委員会検討期間」といいます。）、買付者等の買付等の内容の検討、買付者等と当
社取締役会の事業計画等に関する情報収集・比較検討、および当社取締役会の提供する代
替案の検討等を行います。また、独立委員会は、必要と認める場合には、当社の企業価
値・株主共同の利益の確保・向上という観点から当該買付等の内容を改善させるために、
直接または当社取締役会を通じて、当該買付者等と協議・交渉等を行い、または当社取締
役会等による代替案の株主等に対する提示等を行うものとします。

独立委員会の判断が、当社の企業価値・株主共同の利益に資するようになされることを
確保するために、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・ア
ドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言
を得ることができるものとします。

買付者等は、独立委員会が、直接または当社取締役会を通じて、検討資料その他の情報
提供、協議・交渉等を求めた場合には、速やかにこれに応じなければならないものとしま
す。

⒠ 独立委員会による勧告等の手続
独立委員会は、買付者等が現れた場合において、以下の手続に従い、当社取締役会に対す

る勧告等を行うものとします。
① 独立委員会が本プランに基づく本新株予約権の無償割当て等の実施を勧告する場合

独立委員会は、買付者等が本プランに定められた手続を遵守しなかった場合、その他買
付者等の買付等の内容の検討の結果、買付者等による買付等が下記⑷「本新株予約権の無
償割当て等の要件」に定める要件のいずれかに該当し本新株予約権の無償割当て等を実施
することが相当であると判断した場合には、独立委員会検討期間の開始または終了の有無
を問わず、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当て等を実施することを勧告し
ます。

但し、独立委員会は、一旦本新株予約権の無償割当て等の実施の勧告をした後も、以下
のいずれかの事由に該当すると判断した場合には、本新株予約権の無償割当て等の実施前
日までの間、その中止等の勧告（例えば、新株予約権の無償割当ての場合には、行使期間
開始日（下記⑸「本新株予約権の無償割当ての概要」⒡において定義されます。）の前日
までの間、（無償割当ての効力発生時までは）本新株予約権の無償割当ての中止、または
（無償割当ての効力発生時の後は）本新株予約権を無償にて取得する旨の新たな勧告）を
行うことができるものとします。
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(ｲ) 当該勧告後買付者等が買付等を撤回した場合その他買付等が存しなくなった場合
(ﾛ) 当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、買付者等による買付等が下

記⑷「本新株予約権の無償割当て等の要件」に定める要件のいずれにも該当しない
か、または該当しても本新株予約権の無償割当て等を実施することもしくは行使を認
めることが相当でなくなった場合

② 独立委員会が本プランに基づく本新株予約権の無償割当て等の不実施を勧告する場合
独立委員会は、買付者等の買付等の内容の検討、買付者等との協議・交渉等の結果、買

付者等による買付等が下記⑷「本新株予約権の無償割当て等の要件」に定める要件のいず
れにも該当しないまたは該当しても本新株予約権の無償割当て等を実施することが相当で
ないと判断した場合には、独立委員会検討期間の終了の有無を問わず、当社取締役会に対
して、本新株予約権の無償割当て等を実施しないことを勧告します。

但し、独立委員会は、一旦本新株予約権の無償割当て等の不実施を勧告した後も、当該
勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、上記①前段の要件を充足することと
なった場合には、本新株予約権の無償割当て等の実施の勧告を含む新たな判断を行い、こ
れを当社取締役会に勧告することができるものとします。

③ 独立委員会が本プランに基づく本新株予約権の無償割当て等の実施または不実施の勧告
についての検討期間の延期を行う場合
独立委員会が、独立委員会検討期間満了時までに、本新株予約権の無償割当て等の実施

または不実施の勧告を行うに至らない場合には、独立委員会は、当該買付者等の買付等の
内容の検討・当該買付者等との交渉・代替案の検討等に必要とされる合理的な範囲内（た
だし、延長期間の合計は30日間を上限とします。）で、独立委員会検討期間を延長する
旨の決議を行います。

上記決議により独立委員会検討期間が延長された場合、独立委員会は、引き続き、情報
収集、検討等を行うものとし、延長期間内に本新株予約権の無償割当て等の実施または不
実施の勧告を行うよう最大限努めるものとします。

⒡ 株主意思確認のための株主総会の開催
当社取締役会は、独立委員会が本新株予約権の無償割当て等を実施すべき旨を勧告する場

合、または独立委員会が上記⒠③により延長された検討期間を経過してもなお本新株予約権
の無償割当て等の実施または不実施の勧告を行うに至らない場合で、取締役会が本新株予約
権の無償割当て等の実施が相当と認める場合には、実務的に開催が不可能である等、合理的
理由がある場合を除き、本新株予約権の無償割当て等の実施の承認等を議案とする株主総会
の招集手続を速やかに行うものとします。当社取締役会は、当該株主総会の招集手続を実施
する際、買付説明書および本必要情報の概要、当社取締役会の意見および独立委員会の勧告
等、その他当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに関係法令等および金融商
品取引所規則に従って情報開示を行います。
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なお、株主総会の開催の前提として、当社取締役会は、速やかに、当該株主総会において
議決権を行使できる株主を確定するための基準日（以下「意思確認総会議決権基準日」とい
います。）を定め、当該基準日の２週間前までに公告を行うものとします。当該株主総会に
おいて議決権を行使できる株主は、意思確認総会議決権基準日における最終の株主名簿に記
録された株主とします。

当該株主総会の決議は、出席した議決権を行使することができる株主の議決権の過半数に
よって決するものとします（注12）。当該株主総会の結果は、その決議後速やかに開示す
るものとします。なお、買付者等は、当該株主総会において本新株予約権無償割当て等の実
施を承認しない旨の決議が行われるまでの間、買付等を行ってはならないものとします。

⒢ 取締役会の決議
当社取締役会は、上記⒡により開催された株主総会において、本新株予約権の無償割当て

等の実施が承認された場合、必要に応じて新株予約権の無償割当て等の実施に関する会社法
上の機関としての決議を速やかに行い、これを実施するものとします。当該株主総会が本新
株予約権の無償割当て等の実施を承認しなかった場合には、当社取締役会はこれに従うもの
とします。

実務的に開催が不可能である等、合理的理由により上記⒡に基づく株主意思確認のための
株主総会が開催されない場合には、当社取締役会は、独立委員会の勧告があればこれを最大
限尊重して、本新株予約権の無償割当て等の実施または不実施等に関する会社法上の機関と
しての決議を速やかに行うものとします。

なお、当社取締役会が本プランに基づく本新株予約権の無償割当て等の不実施の決議を行
うまで、買付者等は、買付等を行ってはならないものとします。

⒣ 情報開示
当社は、本プランの運用に際しては、適用ある法令または金融商品取引所の規程等に従

い、本プランの各手続の進捗状況（意向表明書・買付説明書が提出された事実、独立委員会
検討期間が開始した事実、ならびに独立委員会検討期間の延長が行われた事実およびその理
由を含みます。）または独立委員会による勧告等の概要、株主意思確認のための株主総会の
決議の概要、当社取締役会の決議の概要、その他独立委員会または当社取締役会が適切と考
える事項について、適時に情報開示を行います。

⑷ 本新株予約権の無償割当て等の要件
当社は、買付者等による買付等が下記のいずれかに該当し本新株予約権の無償割当て等を実

施することが相当と認められる場合、上記⑶「本プランに基づく本新株予約権の無償割当て等
の実施に係る手続」(f)に記載される株主総会の決議または⒢に記載される当社取締役会の決議
により、本新株予約権の無償割当て等を実施することを予定しております。なお、上記⑶「本
プランに基づく本新株予約権の無償割当て等の実施に係る手続」(e)のとおり、下記の要件に
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該当し本新株予約権の無償割当て等を実施することが相当か否かについては、独立委員会の判
断を経て決定されることになります。

記
⒜ 本プランに定める手続を遵守しない買付等である場合
⒝ 以下に掲げる行為等により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害

をもたらすおそれのある買付等である場合
① 株券等を買い占め、その株券等について当社に対して高値で買取りを要求する行為
② 当社の経営を一時的に支配して、当社グループの重要な資産等を廉価に取得する等、当

社の犠牲の下に買付者等の利益を実現する経営を行うような行為
③ 当社グループの資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流

用する行為
④ 当社の経営を一時的に支配して、当社グループの事業に当面関係していない高額資産等

を処分させ、その処分利益をもって、一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による
株価の急上昇の機会をねらって高値で売り抜ける行為

⒞ 強圧的二段階買付け（最初の買付けで全株式の買付けを勧誘することなく、二段階目の買
付条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株式買付けを行うこと
をいいます。）等、株主に株式の売却を事実上強要するおそれのある買付等である場合

⒟ 買付等の条件（買付等の対価の価額・種類、買付等の時期、買付等の方法の適法性、買付
等の実現可能性、買付等の後の経営方針・事業計画、および買付等の後における当社の他
の株主、従業員、顧客、取引先その他の当社に係る利害関係者に対する対応方針等を含み
ます。）が当社の企業価値に鑑み著しく不十分または不適当な買付等である場合

⒠ 当社の企業価値を生み出す上で必要不可欠な当社グループの従業員、顧客、取引先等との
関係または当社グループのブランド価値、企業文化を破壊することなどにより、当社の企
業価値ひいては株主共同の利益を著しく毀損することが客観的・合理的に判断できる買付
等である場合

⑸ 本新株予約権の無償割当ての概要
本プランに基づく本新株予約権の無償割当ての概要は、以下のとおりです。

⒜ 本新株予約権の数
本新株予約権の無償割当てに関する取締役会決議または株主総会決議（以下「新株予約権

無償割当て決議」といいます。）において別途定める一定の日（以下「割当期日」といいま
す。）における当社の最終の発行済株式総数（但し、同時点において当社の有する当社株式
の数を控除します。）と同数とします。
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⒝ 割当対象株主
割当期日における当社の最終の株主名簿に記録された当社以外の株主に対し、その有する

当社株式１株につき本新株予約権１個の割合で、本新株予約権を割り当てます。
⒞ 本新株予約権の無償割当ての効力発生日

新株予約権無償割当て決議において別途定める日とします。
⒟ 本新株予約権の目的である株式の種類および数

本新株予約権の目的である株式の種類は普通株式とし、本新株予約権１個の目的である株
式（注13）の数（以下「対象株式数」といいます。）は、１株とします。

⒠ 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使に際して出

資される財産の株式１株当たりの価額は、１円を下限として当社株式の１株の時価の２分の
１の金額を上限とする金額の範囲内で新株予約権無償割当て決議において別途定める価額と
します。時価とは、新株予約権無償割当て決議に先立つ90日間（取引が成立しない日を除
きます。）の東京証券取引所（但し、主たる取引所が変更された場合には、それに従うもの
とします。）における当社株式の普通取引の各日の終値の平均値（気配表示を含みます。）
に相当する金額とし、１円未満の端数は切り上げるものとします。

⒡ 本新株予約権の行使期間
新株予約権無償割当て決議において別途定めた日を初日（以下、かかる行使期間の初日を

「行使期間開始日」といいます。）とし、１ヶ月間から３ヶ月間までの範囲で新株予約権無
償割当て決議において別途定める期間とします。ただし、下記⒤項②に基づき、当社が本新
株予約権を取得する場合、当該取得に係る本新株予約権についての行使期間は、当該取得日
の前営業日までとします。また、行使期間の最終日が行使に際して払い込まれる金銭の払込
取扱場所の休業日にあたるときは、その前営業日を最終日とします。

⒢ 本新株予約権の行使条件
（Ⅰ）特定大量保有者（注14）、（Ⅱ）特定大量保有者の共同保有者、（Ⅲ）特定大量

買付者（注15）、（Ⅳ）特定大量買付者の特別関係者、もしくは（Ⅴ）上記（Ⅰ）ないし
（Ⅳ）に該当する者から本新株予約権を当社取締役会の承認を得ることなく譲受けもしくは
承継した者、または、（Ⅵ）上記（Ⅰ）ないし（Ⅴ）に該当する者の関連者（注16）（以
下、（Ⅰ）ないし（Ⅵ）に該当する者を「非適格者」といいます。）は、原則として本新株
予約権を行使することができません。また、外国の適用法令上、本新株予約権の行使にあた
り所定の手続が必要とされる非居住者も、原則として本新株予約権を行使することができま
せん（但し、非居住者のうち当該外国の適用法令上適用除外規定が利用できる者等の一定の
者は行使することができるほか、非居住者の有する本新株予約権も、下記(i)項のとおり、当
社による当社株式を対価とする取得の対象となります。）。
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⒣ 本新株予約権の譲渡制限
本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要します。

⒤ 当社による本新株予約権の取得
① 当社は、行使期間開始日の前日までの間いつでも、当社が本新株予約権を取得すること

が適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が別途定める日におい
て、全ての本新株予約権を無償にて取得することができるものとします。

② 当社は、当社取締役会が別途定める日において、非適格者以外の者が有する本新株予約
権のうち当該当社取締役会が定める日の前営業日までに未行使のもの全てを取得し、こ
れと引換えに、本新株予約権1個につき対象株式数の当社株式を交付することができま
す。
また、かかる取得がなされた日以降に、本新株予約権を有する者のうち非適格者以外の
者が存在すると当社取締役会が認める場合には、上記の取得がなされた日より後の当該
当社取締役会が別途定める日において、当該者の有する本新株予約権のうち当該当社取
締役会の定める日の前営業日までに未行使のもの全てを取得し、これと引換えに、本新
株予約権１個につき対象株式数の当社株式を交付することができるものとし、その後も
同様とします。

③ 当社は、本新株予約権の無償割当ての効力発生日以降の日で取締役会が別途定める日の
到来日をもって、非適格者が有する本新株予約権のすべてを取得し、これと引き換え
に、取得に係る本新株予約権と同数の新株予約権で非適格者の行使が原則として認めら
れないとされているもの（注17）を対価として交付することができます。当該新株予
約権の詳細については、本新株予約権無償割当て決議において定めるものとします。

⑹ 当社取締役会が本新株予約権の無償割当て等の実施のために株主総会に提出する議案の内容
当社取締役会が本新株予約権の無償割当て等の実施のために株主総会に提出する議案の内容

は、本新株予約権の無償割当ての場合には原則として上記３．⑸「本新株予約権の無償割当て
の概要」で定めた内容とし、その他の施策の場合にもこれに準じて施策の概要が明らかになる
内容とします。

⑺ 本プランの有効期間、廃止および変更
本プランの有効期間（本プランにおける本新株予約権の無償割当ての実施に関する事項の決

定権限の委任を含みます。以下「有効期間」といいます。）は、本株主総会終了後３年以内に
終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとしますが、第２号
議案「定款一部変更の件」が本株主総会で承認可決され当社決算期が３月末日から８月末日に
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変更となった場合は、決算期変更後の事業年度を勘案し、本株主総会終了後３事業年度目の事
業年度に関する定時株主総会（2028年11月下旬を予定）の終結の時までとします。

ただし、有効期間の満了前であっても、①当社の株主総会において本プランに係る本新株予
約権の無償割当てに関する事項の決定についての当社取締役会への上記委任を撤回する旨の決
議が行われた場合、または②当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合
には、本プランはその時点で廃止されるものとします。

また、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、本株主総会決議の趣旨に反しな
い場合（本プランに関する法令、金融商品取引所規則等の新設または改廃が行われ、かかる新
設または改廃を反映するのが適切である場合、誤字脱字等の理由により字句の修正を行うのが
適切である場合、当社株主に不利益を与えない場合等を含みます。）には、独立委員会の承認
を得た上で、本プランを修正し、または変更する場合があります。

当社は、本プランの廃止または変更等がなされた場合には、当該廃止または変更等の事実お
よび（変更等の場合には）変更等の内容その他の事項について、情報開示を速やかに行いま
す。

(注１) 具体的には、株主総会において買付者等に対し買付等の中止を求める決議を行うことなどが
考えられます。

(注２) 金融商品取引法第27条の23第１項に定義されます。以下、本議案において別段の定めがな
い限り同じとします。

(注３) 金融商品取引法第27条の23第３項に基づき保有者に含まれる者を含みます（当社取締役会
がこれに該当すると認めた者を含みます。）。以下、本議案において同じとします。

(注４) 金融商品取引法第27条の23第４項に定義されます。以下、本議案において同じとします
が、かかる株券等保有割合の計算上、(i)同法第27条の２第７項に定義される特別関係者、
ならびに(ii)当社の特定の株主との間でフィナンシャル・アドバイザー契約を締結している
投資銀行、証券会社その他の金融機関ならびに当該特定の株主の公開買付代理人および主幹
事証券会社（以下「契約金融機関等」といいます。）は、本プランにおいては当社の特定の
株主の共同保有者とみなします。なお、かかる株券等保有割合の計算上、当社の発行済株式
の総数は、当社が公表している直近の情報を参照することができるものとします。

(注５) 金融商品取引法第27条の２第１項に定義されます。以下、②において同じとします。
(注６) 金融商品取引法第27条の２第６項に定義されます。以下、本議案において同じとします。
(注７) 金融商品取引法第27条の２第８項に定義されます。以下、本議案において同じとします。
(注８) 金融商品取引法第27条の２第７項に定義されます（当社取締役会がこれに該当すると認め

た者を含みます。）。但し、同項第１号に掲げる者については、発行者以外の者による株券
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等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条第２項で定める者を除きます。なお、(i)共同
保有者および(ii)契約金融機関等は、当該特定の株主の特別関係者とみなします。以下別段
の定めがない限り、本議案において同じとします。

(注９) 金融商品取引法第27条の23第５項に規定される共同保有者をいい、同条第６項に基づき共
同保有者とみなされる者を含みます（当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含みま
す。）。以下、本議案において同じとします。

(注10) 「当該特定の株主と当該他の株主との間に、その一方が他方を実質的に支配しもしくはそれ
らの者が共同ないし協調して行動する関係」が樹立されたか否かの判定は、新たな出資関
係、業務提携関係、取引ないし契約関係、役員兼任関係、資金提供関係、信用供与関係、デ
リバティブや貸株等を通じた当社株券等に関する実質的な利害関係等の形成や、当該特定の
株主グループおよび当該他の株主が当社に対して直接・間接に及ぼす影響等を基礎として行
うものとします。

(注11) 本文③所定の行為がなされたか否かの判断は、当社取締役会が独立委員会の勧告に基づき合
理的に行うものとします。なお、当社取締役会は、本文③の要件に該当するか否かの判定に
必要と判断される範囲において、当社の株主に対して必要な情報の提供を求めることがあり
ます。

(注12) 株主総会においては、原則として普通決議により株主の皆様の意思を確認することとします
が、買付等の目的、方法および内容ならびに買付者等と一般株主の間における利益相反の可
能性を含む諸般の事情を総合的に勘案して、買付者等および独立委員会が当該議案との関係
で買付者等と特別の利害関係を有すると認める者を、その承認可決要件の計算から除外して
取り扱うことがあります。

(注13) 将来、当社が種類株式発行会社（会社法第２条第13号）となった場合においても、①本新
株予約権の行使により発行される当社株式および②本新株予約権の取得と引換えに交付する
株式は、いずれも当社が本株主総会開催時において、現に発行している株式（普通株式）と
同一の種類の株式を指すものとします。

(注14) 原則として、当社が発行者である株券等の保有者で、当該株券等に係る株券等保有割合が
20%以上である者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）をいいます。
但し、その者が当社の株券等を取得・保有することが当社の企業価値または株主共同の利益
に反しないと当社取締役会が認めた者その他新株予約権無償割当て決議において当社取締役
会が別途定める所定の者は、特定大量保有者に該当しないものとします。以下、本議案にお
いて同じとします。
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(注15) 原則として、公開買付けによって当社が発行者である株券等（金融商品取引法第27条の２
第１項に定義されます。以下本注において同じとします。）の買付け等（同法第27条の２
第１項に定義されます。以下本注において同じとします。）を行う旨の公告を行った者で、
当該買付け等の後におけるその者の所有（これに準ずるものとして金融商品取引法施行令第
7条第１項に定める場合を含みます。）に係る株券等の株券等所有割合がその者の特別関係
者の株券等所有割合と合計して20%以上となる者（当社取締役会がこれらに該当すると認め
た者を含みます。）をいいます。但し、その者が当社の株券等を取得・保有することが当社
の企業価値または株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者その他新株予約権無
償割当て決議において当社取締役会が別途定める所定の者は、特定大量買付者に該当しない
ものとします。以下、本議案において同じとします。

(注16) ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配されもしくはその者と共
同の支配下にある者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）、またはそ
の者と協調して行動する者として当社取締役会が認めた者をいいます。なお、「支配」と
は、他の会社等の「財務および事業の方針の決定を支配している場合」（会社法施行規則第
３条第３項に定義されます。）をいいます。

(注17) 但し、一定の場合には、非適格者による当該新株予約権の行使が認められる旨の条件を付す
ことがあります。具体的には、買付者等が、既に開始している買付等を中止・撤回（買付等
が公開買付けの方法により実施されている場合には、公開買付けの撤回の公告（金融商品取
引法第27条の11第２項本文）がなされることを要します。）をした上で、①買付等を一定
の期間実施しないこと、②一定の期間以内に株券等保有割合を一定の割合まで減少させるこ
と、③一定の期間、臨時株主総会招集請求権を行使しないこと等を誓約する旨の書面を差し
入れ、当該誓約書を遵守する場合には、かかる買付者等その他の非適格者は、その保有する
当該新株予約権につき、一定の割合の範囲内に限り行使することができることなどが定めら
れることなどがあります。

以　上
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別紙１
独立委員会規則の概要

・ 独立委員会は当社取締役会の決議により設置される。
・ 独立委員会の委員は、３名以上とし、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、(i)当社

社外取締役（選任される予定の者を含む。）または(ii)当社社外監査役（選任される予定の者
を含む。）、または(iii)社外の有識者のいずれかに該当する者から、当社取締役会が選任す
る。但し、社外の有識者は、実績ある会社経営者、投資銀行業務もしくは当社の業務に精通す
る者、弁護士、公認会計士もしくは会社法等を主たる研究対象とする研究者またはこれらに準
ずる者でなければならず、また、別途当社取締役会が指定する善管注意義務条項等を含む契約
を当社との間で締結した者でなければならない。

・ 独立委員会委員の任期は、本株主総会終結後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに
関する定時株主総会の終結の時までとする。但し、当社取締役会の決議により別段の定めをし
た場合はこの限りでない。また、当社社外取締役または当社社外監査役であった独立委員会委
員が、取締役または監査役でなくなった場合（再任された場合を除く。）には、独立委員会委
員としての任期も同時に終了するものとする。

・ 独立委員会の委員に欠員が生じた場合には、速やかに上記選任要件を満たす者の中から当社取
締役会の決議により新たな委員を選任する。新たに選任された委員の任期は、欠けることとな
った元の委員の残任期間と同じとする。

・ 独立委員会は、以下の各号に記載される事項について決定し、その決定の内容を、その理由を
付して当社取締役会に対して勧告する。当社取締役会は、この独立委員会の勧告を最大限尊重
して、新株予約権無償割当て、その他の法令および当社定款の下でとりうる合理的な施策（以
下、それらの施策を合わせて「本新株予約権の無償割当て等」といいます。）の実施または不
実施等に関する会社法上の機関としての決議を行う（但し、①に定める本新株予約権無償割当
て等の実施につき、株主意思確認のための株主総会において別段の決議がなされた場合には、
当該決議に従う）。なお、独立委員会の各委員および当社各取締役は、こうした決定にあたっ
ては、当社の企業価値・株主共同の利益に資するか否かの観点からこれを行うことを要し、専
ら自己または当社の経営陣の個人的利益を図ることを目的としてはならない。
① 本新株予約権無償割当て等の実施もしくは不実施
② 本新株予約権の無償割当て等の中止または本新株予約権の無償取得
③ その他当社取締役会が判断すべき事項のうち、当社取締役会が独立委員会に諮問した事項
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・ 上記に定めるところに加え、独立委員会は、以下の各号に記載される事項を行うことができ
る。
① 本プランの対象となる買付等への該当性の判断
② 独立委員会検討期間の延長の決定
③ 買付者等および当社取締役会が独立委員会に提供すべき情報およびその回答期限の決定
④ 買付者等の買付等の内容の精査・検討
⑤ 買付者等との交渉・協議
⑥ 当社取締役会に対する代替案の提出の要求・代替案の検討
⑦ 本プランの修正または変更の承認
⑧ その他本プランにおいて独立委員会が行うことができると定められた事項
⑨ 当社取締役会が、別途独立委員会が行うことができるものと定めた事項

・ 独立委員会は、買付者等に対し、買付説明書および提出された情報が本必要情報として不十分
であると判断した場合には、追加的に本必要情報を提出するよう求める。また、独立委員会
は、買付者等から買付説明書および本必要情報が提出された場合、当社取締役会に対しても、
所定の期間内に、買付者等の買付等の内容に対する意見およびその根拠資料、代替案（もしあ
れば）、その他独立委員会が適宜必要と認める情報等を提示するよう要求することができる。

・ 独立委員会は、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から買付者等の買付
等の内容を改善させるために必要があれば、直接または当社取締役会を通じて、買付者等と協
議・交渉を行うものとし、また、当社取締役会等の代替案の株主等に対する提示等を行うもの
とする。

・ 独立委員会は、必要な情報収集を行うため、当社の取締役、監査役、従業員その他独立委員会
が必要と認める者の出席を要求し、独立委員会が求める事項に関する説明を求めることができ
る。

・ 独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計
士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含む。）の助言を得ること等ができる。

・ 各独立委員会委員は、買付等がなされた場合その他いつでも独立委員会を招集することができ
る。

・ 独立委員会の決議は、原則として、独立委員会委員のうち３分の２以上が出席し、その過半数
をもってこれを行う。

以　上

－ 37 －
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1981年 4 月 花王石鹸株式会社（現花王株式会社）入社
2013年10月 同社コーポレートコミュニケーション部門サステナビリティ推進部長
2014年12月 同社購買部門間接材部長
2018年 4 月 消費者庁入庁
2019年10月 内閣府参事官付政策企画専門官
2021年 6 月 松田産業株式会社　社外取締役（監査等委員）
2022年 6 月 当社社外取締役（現任）

別紙２
独立委員会委員略歴

本プラン更新当初の独立委員会の委員は、以下の４名を予定しております。

横見瀬　　薫　（よこみせ　かおる）
【略歴】
1957年11月19日生

横見瀬　薫氏は会社法第２条第15号に規定される社外取締役です。横見瀬薫氏は会社法施行規則
第２条第３項第７号に規定される社外取締役候補者の要件を満たす社外取締役候補者であり、本株主
総会において選任された場合には、当社社外取締役に就任する予定です。加えて、同氏は東京証券取
引所の定める独立役員に指定されており、本株主総会において社外取締役に選任された場合には、独
立役員に引き続き指定される予定です。同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。

－ 38 －
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2008年 1 月 株式会社パソナフォーチュン（現株式会社パソナJOB HUB）入社　経営管理室長
兼エグゼクティブサーチ室長

2009年10月 株式会社廣済堂（現株式会社広済堂ホールディングス）入社　情報イニシアティブ　
上席スタッフ

2015年 4 月 同社HC事業部人材ビジネス本部執行役員本部長
2017年 6 月 同社取締役HRS事業部長兼ソリューション本部長人材関係会社管掌
2018年 6 月 同社常務取締役人材関連事業統括人材事業関連会社管掌印刷事業変革プロジェクト

推進責任者
2019年 6 月 同社代表取締役社長
2021年 7 月 同社専務取締役執行役員
2022年 4 月 東京博善株式会社　代表取締役会長兼社長
2022年 4 月 株式会社広済堂ネクスト　代表取締役社長
2022年 6 月 株式会社広済堂ホールディングス　専務取締役COO（最高執行責任者）
2023年 4 月 株式会社広済堂ネクスト　取締役会長
2024年 6 月 株式会社広済堂ホールディングス　副社長上席執行役員

根　岸　千　尋　（ねぎし　ちひろ）
【略歴】
1968年11月 2 日生

根岸千尋氏は会社法施行規則第２条第３項第７号に規定される社外取締役候補者の要件を満たす社
外取締役候補者であり、本株主総会において選任された場合には、当社社外取締役に就任する予定で
す。加えて、同氏が本株主総会において社外取締役に選任された場合には、独立役員に指定される予
定です。同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。
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1982年 4 月 株式会社太陽神戸銀行（現株式会社三井住友銀行）入行
1995年10月 同行国際企画部調査役
1997年10月 株式会社日本インベスターズサービス（現株式会社格付投資情報センター

（Ｒ＆Ｉ））出向　同社主席アナリスト
2001年 5 月 株式会社三井住友銀行　市場事務部部長代理
2003年 1 月 同行退社
2012年 1 月 弁護士登録
2012年 6 月 株式会社新潟公益社取締役（現任）
2014年12月 本間法律事務所設立　同所代表（現任）
2019年 6 月 当社社外監査役（現任）

本　間　千　雅　（ほんま　かずまさ）
【略歴】
1957年 7 月21日生

（重要な兼職の状況）
株式会社新潟公益社　取締役
（株式会社新潟公益社は新潟県新潟市に本社を置く葬祭会社でありますが、当社グループ

とは出資、人事等の関係はありません。）

本間千雅氏は会社法第２条第16号に規定される社外監査役です。加えて、同氏は東京証券取引所
の定める独立役員に指定されています。同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。

－ 40 －



2025/05/19 13:01:40 / 24182108_燦ホールディングス株式会社_招集通知_電子提供措置用

買収防衛更新議案

1981年 9 月 協和発酵株式会社入社
1983年12月 アメリカン・ライフ・インシュアランス・カンパニー入社
1989年 1 月 ソニー・プルコ生命保険株式会社（現ソニー生命保険株式会社）入社
1998年 4 月 同社事務企画部統括部長
2007年 4 月 同社医務部統括部長
2010年 4 月 株式会社メモリード・ライフ入社　執行役員顧客サービス部長
2011年 6 月 同社取締役執行役員顧客サービス部長兼システム部長
2014年 9 月 行政書士登録
2017年 6 月 行政書士三上祐人事務所長（現任）
2019年 6 月 当社社外監査役（現任）

三　上　祐　人　（みかみ　ゆうと）
【略歴】
1954年12月16日生

三上祐人氏は会社法第２条第16号に規定される社外監査役です。加えて、同氏は東京証券取引所
の定める独立役員に指定されています。同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。

以　上
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地図

株主総会当日は北大阪急行線「桃山台駅」ロータリーにて送迎バスをご案内
しておりますのでご利用ください。

定時株主総会会場へのご案内
（燦ホールディングス株式会社）

会　場 公益社　千里会館（まほろば）
住　所 〒565-0854　大阪府吹田市桃山台５丁目３番10号
ＴＥＬ ０６－６８３２－００３４
ＦＡＸ ０６－６８３１－７９８４
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駐車場

公益社千里会館

交通機関
■JR大阪駅からのアクセス
　「梅田駅」より地下鉄御堂筋線
　「箕面萱野駅」行き乗車。
　北大阪急行「桃山台駅」(南出口)から下車。
（所要時間20分）

■伊丹空港からのアクセス
　「大阪空港駅」より大阪モノレールに乗車、
　「千里中央駅」にて北大阪急行に乗り換え、
　「桃山台駅」(南出口)から下車。（所要時間30分）
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主要交通アクセス


